
 
 
 
 
 
 
 

年金記録訂正請求に係る答申について 
東海北陸地方年金記録訂正審議会 

令和２年６月２３日答申分 

 

 

  ○答申の概要 

    （１）年金記録の訂正の必要があるとするもの      ２件 

         国 民 年 金 関 係         ０件 

         厚生年金保険関係         ２件 

    （２）年金記録の訂正を不要としたもの           ４件 

         国 民 年 金 関 係         ０件 

         厚生年金保険関係         ４件 



 

 

厚生局受付番号 ： 東海北陸（受）第 2000022 号 

厚生局事案番号 ： 東海北陸（厚）第 2000023 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ社における標準賞与額を平成 18 年７月 31 日は 14 万 3,000 円、平

成 18 年 12 月 31 日は 18 万 6,000 円に訂正することが必要である。 

平成 18 年７月 31 日及び平成 18 年 12 月 31 日の標準賞与額については、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「厚生年金特

例法」という。）第１条第５項の規定により、保険給付の計算の基礎となる標準賞

与額として記録することが必要である。 

事業主が請求者に係る平成 18 年７月 31 日及び平成 18 年 12 月 31 日の標準賞

与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かについては、明ら

かでないと認められる。 

請求者のＡ社における標準賞与額を平成 18 年７月 31 日は 15 万円、平成 18 年

12 月 31 日は 20 万円に訂正することが必要である。 

平成 18 年７月 31 日及び平成 18 年 12 月 31 日の標準賞与額については、厚生

年金保険法第 75 条本文の規定により、保険給付の計算の基礎とならない標準賞

与額（上述の厚生年金特例法による訂正後の標準賞与額を除く。）として記録する

ことが必要である。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

   氏    名 ： 男 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和 36 年生 

   住    所 ：  

              

２ 請求内容の要旨 

   請 求 期 間 ： ① 平成 18 年７月 

            ② 平成 18 年 12 月 

   請求期間にＡ社から賞与が支払われたが、標準賞与額の記録がない。厚生年

金保険料も控除されていたので当該期間の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

 請求者から提出された平成 18 年７月分及び平成 18 年 12 月分の賞与明細書に

より、請求者は、Ａ社から請求期間①は 15 万円、請求期間②は 20 万円の標準賞

与額に相当する賞与の支払を受け、請求期間①は 14 万 3,000 円、請求期間②は

18 万 6,000 円の標準賞与額に見合う厚生年金保険料（請求期間①は 10,185 円、

請求期間②は 13,580 円）を控除されていたことが確認できる。 

ただし、厚生年金特例法に基づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂



 

正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年

金保険料額又は請求者の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内である

ことから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、請求期間に係る標準賞与額については、上述の賞与明細書により

確認できる厚生年金保険料の控除額から、請求期間①は 14 万 3,000 円、請求期間

②は 18 万 6,000 円とすることが必要である。 

また、請求期間に係る賞与の支払年月日については、これを確認できる資料が

ないことから同僚の記録と同日の請求期間①は平成 18 年７月 31 日、請求期間②

は平成 18 年 12 月 31 日とすることが妥当である。 

なお、事業主が請求者の請求期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行

したか否かについては、Ａ社の役員で事業主の妻は、平成 18 年７月 31 日及び平

成 18 年 12 月 31 日について、請求者の厚生年金保険被保険者賞与支払届を社会

保険事務所（当時）に対し提出したか否か、また、厚生年金保険料を納付したか

否かについては不明である旨回答しているところ、これを確認できる関連資料及

び周辺事情はないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が

請求どおりの厚生年金保険被保険者の賞与額に係る届出を社会保険事務所に対

し行ったか否かについては、これを確認できる資料がないことから、行ったとは

認められない。 

 請求期間について、上述の賞与明細書により、請求者は、Ａ社から請求期間①

は 15 万円、請求期間②は 20 万円の標準賞与額に相当する賞与の支払いを受けて

いることが確認できることから、請求者の標準賞与額を請求期間①は 15 万円、請

求期間②は 20 万円とすることが必要である。 

   ただし、訂正後の標準賞与額（上述の厚生年金特例法による訂正後の標準賞与

額、請求期間①は 14 万 3,000 円、請求期間②は 18 万 6,000 円を除く。）について

は、保険給付の計算の基礎とならない標準賞与額として記録することが必要であ

る。 



 

厚生局受付番号 ： 東海北陸（受）第 2000023 号 

厚生局事案番号 ： 東海北陸（厚）第 2000024 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ社における平成 27年４月１日から同年 10月１日までの期間の標準

報酬月額を訂正することが必要である。平成 27 年４月から同年９月までの標準

報酬月額については、17 万円から 26 万円とする。 

平成 27 年４月から同年９月までの訂正後の標準報酬月額（訂正前の標準報酬

月額を除く。）については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、保険給付

の計算の基礎とならない標準報酬月額として記録することが必要である。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 38 年生 

住 所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

請 求 期 間 ： 平成 27 年４月１日から同年 10 月１日まで 

Ａ社における厚生年金保険の標準報酬月額について、実際の報酬月額と異な

り、低く記録されているので正しく訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

請求者から提出された平成 27 年分給与所得の源泉徴収票の支払金額及び社会

保険料等の金額は、Ａ社から提出された請求者の賃金台帳の総支給額及び社会保

険料の控除額と一致していることが確認できる。 

請求期間について、請求者のＡ社における標準報酬月額は、オンライン記録に

よると同社の届出により、17 万円と記録されているところ、上述の賃金台帳によ

り、資格取得時の報酬月額及び４月から６月までの報酬月額に基づき決定される

標準報酬月額（26 万円）に相当する報酬月額が事業主より請求者に支払われてい

たことが確認でき、当該報酬月額に基づく標準報酬月額（26 万円）より低い標準

報酬月額（17 万円）に見合う厚生年金保険料（平成 27 年４月から同年８月まで

は１万 4,853 円、平成 27 年９月は１万 5,154 円）を事業主により給与から控除

されていたことが認められる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以

下「厚生年金特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに

基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認

められる厚生年金保険料額又は請求者の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬



月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認

定することとなる。 

したがって、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額に見合

う標準報酬月額（17 万円）は、オンライン記録の標準報酬月額（17 万円）と同額

であると認められることから、厚生年金特例法による保険給付の対象に当たらな

いため、訂正は認められない。 

一方、請求者の請求期間に係る標準報酬月額については、厚生年金特例法によ

る訂正は認められないものの、上述の賃金台帳により、請求者の報酬月額に基づ

く標準報酬月額（26 万円）は、オンライン記録により確認できる当該期間の標準

報酬月額（17 万円）を超えていることから、26 万円に訂正することが必要であ

る。 

なお、上記訂正後の標準報酬月額（訂正前の標準報酬月額を除く。）については、

厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、保険給付の計算の基礎とならない標

準報酬月額として記録することが必要である。 

 

 



 

 

厚生局受付番号 ： 東海北陸（受）第 1900518 号 

厚生局事案番号 ： 東海北陸（厚）第 2000020 号 

 

第１ 結論 

請求期間①について、請求者のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の取得

年月日の訂正を認めることはできない。 

請求期間②について、請求者のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の喪失

年月日の訂正を認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

   氏    名 ： 男 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

   住    所 ：  

             

２ 請求内容の要旨 

   請 求 期 間 ： ① 平成４年４月から平成６年８月１日まで 

② 平成６年９月１日から同年 12 月まで 

請求期間①及び②について、Ａ社から運送会社に派遣されてトラックを運転

していた。しかし、厚生年金保険被保険者記録が平成６年８月１日から同年９

月１日までの１か月の記録となっている。 

請求期間①及び②について、年金額に反映するように記録を訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

請求期間①及び②について、請求者は、Ａ社からＢ県Ｃ市にある『Ｄ事業所』

及びＥ県Ｆ市にある『Ｇ事業所』に派遣されていた旨主張し訂正請求していると

ころ、『Ｄ事業所』と事業所名称の一部が同じであるＨ社（現在の所在地は、Ｂ

県Ｉ市）の事業主は、当時の資料がなく、請求者の勤務について不明である旨回

答しているものの、同社において厚生年金保険被保険者記録のある同僚は、請求

者を記憶しており、時期については不明であるものの請求者がＡ社から派遣され

て、２年ほど勤務していた旨回答及び陳述している。 

しかしながら、派遣元であるＡ社の事業主は、請求者の勤務について、請求期

間当時の資料がなく、記憶もない旨陳述しており、請求者が派遣されていたと主

張するもう一つの事業所の『Ｇ事業所』と事業所名称の一部が同じであるＪ社（所

在地は、Ｅ県Ｆ市）については、商業登記簿謄本により確認することができるも

のの、事業の実態が不明である上、同社の事業主等と連絡を取ることができない。 

また、雇用保険の加入記録によると、請求者は、Ａ社において平成６年８月１

日に資格取得し、平成６年８月 31 日に離職となっていることが確認でき、当該

記録は厚生年金保険被保険者資格と符合している。 



 

 

さらに、オンライン記録によると、Ａ社は、平成４年９月３日に厚生年金保険

の新規適用事業所となり、平成６年 10 月 25 日に適用事業所ではなくなっている

ことから、請求期間①のうちの平成４年４月から同年９月２日までの期間及び請

求期間②のうちの平成６年 10 月 25 日から同年 12 月までの期間については、同

社が厚生年金保険の適用事業所であった記録は確認できない。 

加えて、請求者は、請求期間当時の給与明細書を保管していない旨陳述してい

る上、Ａ社は既に解散し、同社の事業主は資料がない旨陳述しており、請求期間

①及び②に係る厚生年金保険料の控除について確認できない。 

このほか、請求者の請求期間①及び②における勤務実態及び厚生年金保険料の

控除について確認できる関連資料及び周辺事情はない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求

者が厚生年金保険被保険者として請求期間①及び②に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

厚生局受付番号 ： 東海北陸（受）第 1900521 号 

厚生局事案番号 ： 東海北陸（厚）第 2000021 号 

 

第１ 結論 

請求期間について、請求者のＡ事業所における厚生年金保険被保険者資格の取

得年月日及び喪失年月日の訂正を認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

   氏    名 ： 女 

   基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

   住    所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

   請 求 期 間 ： 昭和 48 年４月１日から昭和 52 年４月１日まで 

   私がＢ事業所に勤務していた期間の厚生年金保険の記録がない。当時、Ｃ健

康保険組合に加入していたので、請求期間について、厚生年金保険の被保険者

として認め、記録を訂正し年金額に反映してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

   請求者は、請求期間にＢ事業所に勤務していた旨主張しているところ、Ａ事業

所から提出された請求者に係るＣ健康保険組合の被保険者資格取得届、同喪失届

及び回答並びに複数の同僚の回答及び陳述により、請求者は、請求期間にＢ事業

所に勤務していたことが認められる。 

しかしながら、Ａ事業所は、Ｂ事業所の社員に係る社会保険については、Ａ事

業所の被保険者として取扱っているが、現在保管している厚生年金保険の資料で

最も古いものは、昭和 52 年４月 1 日を取得日とする厚生年金保険被保険者資格

取得確認通知書であり、請求者に係る厚生年金保険の記録はない旨陳述している。 

また、厚生年金保険適用事業所名簿及びオンライン記録によると、Ａ事業所が

厚生年金保険の適用事業所となったのは昭和 52 年４月１日であり、請求期間に

おいて、Ａ事業所及びＢ事業所が適用事業所であった記録は確認できない。 

さらに、複数の同僚が、Ａ事業所では、当初、Ｃ健康保険組合だけに加入して

いたが、昭和 52 年４月から厚生年金保険の被保険者となり、その前は国民年金に

加入していた旨回答及び陳述している。 

加えて、オンライン記録によると、請求者が請求期間当時に同僚であったと記

憶し、Ａ事業所から提出されたＣ健康保険組合の被保険者記録（昭和 51 年８月標

準報酬決定通知書）及び上述の厚生年金保険被保険者資格取得確認通知書の双方

に名前が確認できる４名について、昭和 52 年４月１日までは、国民年金の被保険

 



者であったことが確認できる上、請求者についても、請求期間のうち、昭和 49 年

７月から昭和 52 年３月までの期間を国民年金の強制加入被保険者として保険料

を納付していたことが確認できる。 

また、Ａ事業所は、Ｂ事業所には請求期間当時の資料は保管されていない旨回

答及び陳述しており、請求者も給与明細書等を保管していないことから、厚生年

金保険料控除について確認できない。 

このほか、請求者の請求期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情はない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求

者が厚生年金保険被保険者として請求期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



 

厚生局受付番号 ： 東海北陸（受）第 1900522 号 

厚生局事案番号 ： 東海北陸（厚）第 2000022 号 

 

第１ 結論 

昭和 63 年２月 23 日から平成元年６月 23 日までの期間について、請求者の

Ａ社（令和２年１月＊日、Ｂ社に合併し解散）における厚生年金保険被保険者

資格の喪失年月日及び取得年月日の訂正を認めることはできない。 

平成元年６月 23 日から同年 10 月１日までの期間について、請求者のＡ社

における厚生年金保険の標準報酬月額の訂正を認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 36 年生 

住 所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

請 求 期 間 ： ① 昭和 63 年２月 23 日から平成元年６月 23 日まで 

         ② 平成元年６月 23 日から同年 10 月１日まで 

請求期間①について、会社を休職し留学していたが、会社が勝手に厚生

年金保険の被保険者資格を喪失させた。しかし、雇用関係は継続しており、

会社から毎月 10 万円の支援を受け、現地でアテンドも行った。当該期間を

資格喪失前の標準報酬月額（260 千円）で被保険者期間として認めてほしい。

請求期間②について、240 千円の標準報酬月額で被保険者資格を再取得して

いるが、請求期間①の休職期間中は給与の支払がなかったため、保険者決定

されるべきであり、当該期間の標準報酬月額を 260千円に訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

請求期間①について、請求者のＡ社における雇用保険の記録によると、請

求者は、昭和 63 年２月 22 日に被保険者資格を喪失し、平成元年６月 23 日に

再取得していることが確認できる。 

また、Ａ社が加入していたＣ厚生年金基金を承継するＣ企業年金基金から

提出された請求者の加入員記録原簿（資格記録）及び回答によると、請求者

は、昭和 63 年２月 23 日に当該基金を脱退し、平成元年６月 23 日に再加入し

ていることが確認できる。 

さらに、請求者は、請求期間①当時は自己都合による休職期間であり、給与

の支払がなかった旨回答及び陳述しているところ、Ｂ社は、請求者に対する

休職期間中の扱いについて、請求者との間に使用関係は継続しておらず、給



与を支払っていないことから、請求者の厚生年金保険被保険者資格を喪失さ

せ、当該期間に係る厚生年金保険料を控除していない旨回答している。 

このほか、請求者の請求期間①における厚生年金保険料の控除について、

確認できる関連資料及び周辺事情はない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

請求者が厚生年金保険被保険者として、請求期間①に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

請求期間②について、Ｂ社は当該期間に係る賃金台帳等を保管しておらず、

請求者は当時の給与明細書等を所持していないことから、請求者の当該期間

に係る給与額及び厚生年金保険料の控除額を確認できない。 

また、上述の加入員記録原簿（資格記録）によると、請求者の請求期間②に

係る標準給与は、オンライン記録の標準報酬月額と一致していることが確認

できる。 
さらに、オンライン記録によると、請求者の請求期間②における資格取得

時の標準報酬月額は、平成元年にＡ社において厚生年金保険の被保険者資格

を取得した複数の同僚及び請求者と同世代の同僚の標準報酬月額に比べ、著

しく低額であるとは認められない上、請求者の標準報酬月額が遡及して訂正

されるなど不合理な処理が行われた形跡は見当たらない。 
このほか、請求期間②について、請求者の主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料の控除について、確認できる関連資料及び周辺事情はない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

請求者が請求期間②について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



 

厚生局受付番号 ： 東海北陸（受）第 2000003 号 

厚生局事案番号 ： 東海北陸（脱）第 2000001 号 

 

第１ 結論 

   昭和 32 年７月１日から昭和 38 年８月 21 日までの請求期間については、脱退手

当金を受給していない期間に訂正することを認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 昭和 32 年７月１日から昭和 38 年８月 21 日まで 

    いつ頃かは詳しく覚えていないが、一通のハガキが届き、Ａ社Ｂ工場（現在

は、Ａ社Ｃ工場）の厚生年金保険被保険者期間について脱退手当金が支給済み

であることを知った。 

脱退手当金を受給した記憶はないので、調査の上、年金額に反映する厚生年

金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 判断の理由 

請求者は、Ａ社Ｂ工場を退職する際、事業所から厚生年金保険の脱退手当金に

ついて説明を受け、その場で脱退手当金裁定請求書に記入したものの、提出先と

して指示されたＤ社会保険事務所（当時）には提出しなかったので、脱退手当金

は受給していない旨主張している。 

しかしながら、請求者の厚生年金保険被保険者名簿及び厚生年金保険被保険者

原票には脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記されているとともに、請

求期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りはなく、請求期間に係る厚生年金保

険被保険者資格喪失日から約２か月後の昭和 38 年 10 月 12 日に支給決定されて

いるなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、請求者が勤務していたＡ社Ｂ工場の厚生年金保険被保険者名簿に記載さ

れている請求者及び請求者の前後各 50 名の女性のうち、請求者の厚生年金保険

被保険者資格喪失日である昭和 38 年８月 21 日の前後２年以内に資格喪失してい

る者 27 名の脱退手当金の支給記録を確認したところ、請求者を含む 18 名に支給

記録があり、うち請求者を含む 16 名が被保険者資格喪失後６か月以内に支給さ

れていることから、当該事業所では脱退手当金の代理請求が行われていたことが

うかがわれ、請求者についても、事業主による代理請求が行われた可能性は否定



できない。 

さらに、請求者から聴取しても、自ら請求を行い受給した記憶がないというほ

かに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、請求者は、請求期間

に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 


